
加賀市地域産業先端技術導入実証事業補助金　Q＆A 
 

 No. 質問 回答

 1 申請対象者・

要件について

市外（県外）に本社がある

事業者でも申請できます

か。

市内に主たる事務所、又は事業所（支店、

営業所等を含む）があれば申請可能で

す。ただし、市内で行う実証に限り補助

対象となります。

 2 申請対象者・

要件について

設立したばかりの法人で

も申請できますか。

設立年数を問わず申請可能です。

 3 申請対象者・

要件について

他の補助金（国の「ものづ

くり補助金」等）と併用す

ることはできますか。

同一の採択内容・同一の経費に対して、

国や他の自治体等の補助金を重ねて交

付を受けることはできません。対象経費

や事業内容が明確に分かれている場合

は申請可能です。

 4 申請につい

て

複数の事業について、ま

とめて又は複数回申請

することはできますか。

できません。本事業への申請は 1事業
者（1団体）につき 1件に限ります。

 5 対象事業・経

費について

具体的にどのような事業

が対象になりますか。

対象事業の具体例については、別表「補

助対象事業の一例」にまとめております

ので、ご参照ください。なお、あくまで

も一例ですので、検討されている事業が

補助対象になるかどうかについてご不

明な場合は、デジタル推進課までお問い

合わせください。

 6 対象事業・経

費について

自社の人件費は補助対象

経費に含まれますか。

自社社員の人件費は対象外です。

 7 対象事業・経

費について

パソコンやタブレット端

末等の調達費は対象とな

りますか。

汎用性のある備品の購入代金等は補助

対象外です。対象経費となるか判断に迷

う場合は、デジタル推進課までご相談く

ださい。

 8 対象事業・経

費について

交付決定（採択）前に購

入・着手した経費は対象に

なりますか？

交付決定日より前に契約・発注・購入し

た経費はすべて対象外となります。必ず

交付決定通知書を受け取った後に事業

に着手してください。

 9 審査について どのような基準で審査・採

択が行われますか。

実証実験の実現可能性や先進性に加え、

「地域経済への波及効果」を重視しま
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 す。具体的には「市内企業への発注・連

携」「市内での雇用創出や拠点設置」「市

内の地域課題解決への寄与」などが評価

のポイントとなります。

 10 審査について 審査の結果、申請した金額

から減額されて採択され

ることはありますか？

はい。審査の結果、一部の経費が対象外

と判断された場合や、予算の都合等によ

り、申請額から減額して交付決定を行う

場合があります。

 11 事業の変更・

手続について

交付決定後に、経費の内訳

や事業期間を変更するこ

とはできますか。

変更手続きが必要です。ただし、「経費の

流用が総額の 2割以内である場合」や
「事業の目的に影響を与えない数日程

度の実施日の変更」などの『軽微な変更』

については申請不要です。判断に迷う場

合は事前にデジタル推進課へご相談く

ださい。

 12 支払い・実績

報告について

補助金はどのような形で

支払われますか。

本補助金は「精算払い（後払い）」です。

事業終了後に実績報告書を提出いただ

き、市による検査を経て補助金額が確定

した後に、指定口座へ振り込みます。概

算払い（前払い）は行っておりません。

 13 支払い・実績

報告について

実績報告の際に、支出を証

明する資料としてどのよ

うなものが必要ですか。

収支報告書に記載した支出経費のすべ

てについて、領収書の写しの提出が必要

です。

 14 支払い・実績

報告について

実際の経費が予定より安

く済んだ場合、補助金はど

うなりますか。

補助金は「実際に支払った対象経費の実

績」に基づいて最終確定します。交付決

定額より実際の経費が下回った場合は、

確定する補助金額もそれに合わせて減

額となります（実績額以上の金額が支払

われることはありません）。

 15 事業終了後に

ついて

実証実験が終わった後、市

への報告や義務はありま

すか？

事業終了後も、実証実験の成果の商業化

状況や市内への拠点進出状況、市内企業

との取引状況などについて、定期的な状

況報告（アンケート等）をお願いする場

合があります。

 16 事業終了後に 実証実験で購入した機材 補助金で購入した財産（取得価格が一定



 
その他詳細については、「加賀市地域産業先端技術導入実証事業補助金　募集要項」をご

確認ください。 
ご不明な点がございましたら、下記までお問い合わせください。 
 
【お問い合わせ先】 
加賀市　デジタル推進課 
E-mail：digital@city.kaga.lg.jp 
TEL：0761‐72‐7833
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 ついて や設備は、事業終了後にど

う扱えばいいですか？

額以上の機器等）は、事業完了年度の翌

年度から 5年間は、適切に管理・保管し
ていただく必要があります。無断での譲

渡・売却・廃棄はできませんのでご注意

ください。


